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（答申第 81 号） 

諮問庁：北九州市長  

諮問日：令和６年３月４日（諮問第８１号） 

答申日：令和６年８月６日（答申第８１号） 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

北九州市長が行った不開示決定は、妥当である。 

 

第２ 審査請求人の主張 

１ 審査請求の趣旨 

令和５年１１月２４日付けで個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号）第７７条第１項に規定する開示請求権に基づき行った「北九州市 最高

裁判所提出用 平成２４年７月２５日の高位脛骨骨切り術の手術同意書（腓骨表

記皆無）による２０１２年８月２日の腓骨分断手術との因果関係が立証された手

術同意書」を対象とする保有個人情報（以下「本件保有個人情報」という。）の開

示請求に対して、令和５年１１月２８日付け北九保健地第１４８７号により北九

州市長（以下「処分庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処分」とい

う。）について、取消しを求める（以下「本件審査請求」という。）。 

 

２ 審査請求人の主張の要旨 

   審査請求人の主張は、概ね次のように要約される。 

⑴ 同意書と手術実態の説明責任の義務がある。手術同意書と手術実態に因果関係

が無く整合性と合理性がない違法手術である。 

⑵ 健康で無傷の腓骨を分断した医学的根拠はない北九州市の腓骨分断遺棄放置は手

術同意書と手術実態のレントゲン写真との因果関係が成立しない傷害罪（刑法第２

０４条）の犯行である。 

⑶ 執刀医の○○医師は時効を理由に腓骨分断遺棄放置の刑事責任を回避しようと主

張している。非人道的な危害を意図的強行した市職員の執刀医と北九州市は共同正

犯（刑法第６０条）である。 

⑷ 手術同意書と手術の実態には因果関係が成立しない。 

⑸ 審査請求人の腓骨を破滅させた蛮行に加担し腓骨分断遺棄放置のインフォームド

コンセントの記録は皆無である。 

⑹ 説明責任と非合法の手段で腓骨分断遺棄放置した危害の手術前の原状回復を北九

州市に要求する。 
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第３ 処分庁の主張 

 １ 処分庁の主張の要旨 

処分庁の主張は、概ね次のように要約される。 

⑴ 審査請求人が開示請求した本件保有個人情報は、「平成２４年（２０１

２年）に北九州市立医療センター（以下「医療センター」という。）で審

査請求人が受けた医療行為に関する手術同意書」である。 

⑵ 医療センターの運営は、平成３１年４月１日に北九州市より地方独立

行政法人北九州市立病院機構（以下「病院機構」という。）へ移行した。

病院機構の設立時までに北九州市が有していた権利及び義務は、地方独

立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第６６条第１項の規定によ

り、病院機構が承継している。 

  ⑶ このため、審査請求人が医療センターで受けた医療行為に関する保有個

人情報についても平成３１年４月１日付けで承継しており、北九州市は

保有していない。 

⑷ 審査請求人に対しては、面会・電話等で審査請求人が手術を受けた医療

センターを承継している病院機構に説明を求めるよう再三にわたり助言

している。 

 

 ２ 結論 

よって、原処分は適法かつ正当な処分であり、本件審査請求は理由がないから、

棄却を求める。 

 

第４ 審議の経過 

   当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、審議を行った。 

①  令和６年３月４日  諮問の受付 

②  令和６年３月２６日 審議 

③  令和６年４月１６日 処分庁からの意見聴取、審議 

④  令和６年６月４日  審査請求人の口頭意見陳述、審議 

⑤  令和６年８月１日  審議 

 

第５ 審査会の判断の理由 

当審査会は、本件審査請求の対象となった本件保有個人情報の不開示決定につ

いて、処分庁及び審査請求人の主張を検討した結果、以下のとおり判断する。 

  

１ 関係する法令について 

⑴ 地方独立行政法人法第６６条第１項について 
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地方独立行政法人法第６６条第１項は、権利義務の承継について定めてお

り、「移行型地方独立行政法人の成立の際、当該移行型地方独立行政法人が行う

業務に関し、現に設立団体が有する権利及び義務（当該移行型地方独立行政法

人の成立前に設立団体が当該業務に相当する業務に関して起こした地方債のう

ち当該移行型地方独立行政法人の成立の日までに償還されていないものに係る

ものを除く。）のうち政令で定めるところにより設立団体の長が定めるものは、

当該移行型地方独立行政法人の成立の時において当該移行型地方独立行政法人

が承継する。」と規定されている。 

⑵ 地方独立行政法人法施行令第１８条について 

    地方独立行政法人法施行令第１８条は、権利の承継に係る議会の議決につい

て定めており、「設立団体の長は、法第６６条第１項の規定により移行型地方独

立行政法人（法第６１条に規定する移行型地方独立行政法人をいう。）に承継さ

せる権利（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３７条第１項に規定す

る財産に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なけれ

ばならない。」と規定されている。 

     

２ 本件保有個人情報の保有の有無について 

⑴ 本件保有個人情報は、平成２４年に審査請求人が医療センターで受けた医療

行為に関する文書（平成２４年７月２５日の高位脛骨骨切り術の手術同意書

《腓骨表記皆無》による２０１２年８月２日の腓骨分断手術との因果関係が立

証された手術同意書）である。 

  ⑵ この点、医療センターの運営は、平成３１年４月１日に北九州市より

病院機構へ移行し、病院機構の設立時までに北九州市が有していた権利

及び義務は、地方独立行政法人法第６６条第１項の規定により、病院機

構が承継したことが認められる。  

⑶ 上記承継手続きについては、地方独立行政法人法施行令第１８条に基づき、

北九州市議会平成３０年１２月議会に「地方独立行政法人北九州市立病院機構

に承継させる権利について」と題する議案が提出され、議決を経ている。 

①土地 医療センター等敷地、八幡病院敷地等、旧八幡病院敷地の一部 

②建物 医療センター等建物、八幡病院建物等、旧八幡病院建物の一部 

③その他 法人設立日（平成３１年４月１日）の前日に、北九州市病院事業

（医療センター、八幡病院、看護専門学校に係るものに限る）に係る公有財

産、物品及び債権 

 ⑷ 本件保有個人情報である平成２４年に審査請求人が医療センターで受けた医

療行為に関する文書は、上記⑶③のその他の「物品」に該当すると解される。 
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 ⑸ よって、本件保有個人情報については、平成３１年４月１日付けで医療セン

ターから病院機構へ承継されたことから、処分庁は保有しておらず、他に処分

庁が保有していることがうかがえる事情も存しない。 

  ⑹ 以上から、当審査会としては、審査請求人が請求する本件保有個人情報が存

在するとは認められず、原処分が不存在を理由に不開示と決定したことは妥当

と判断する。 

 

３ 審査請求人の主張について 

当審査会は、個人情報の保護に関する法律に基づき、保有個人情報の開示決定等

に係る審査請求について、審査庁から諮問を受けて事案の調査審議を行った上で

答申を行うこととされており、ここでいう具体的な審議内容は、保有個人情報の開

示又は不開示の適否についてである。 

この点、審査請求人は、「手術同意書と手術実態に因果関係が無く整合性と合理

性がない違法手術である」と主張しているが、このような主張は当審査会の審議対

象ではないことを申し添える。 

 

４ まとめ 

以上のとおり、原処分は適法かつ妥当であり、本件審査請求には理由がないと認

められるので、前記第１のとおり判断する。 

 

 

 

北九州市個人情報保護審査会      

会長   時 枝 和 正 

                        委員   姜   信 一 

委員   重 永 酉 子  

委員   神 原 ゆうこ  

委員   川 島 悠 子 


